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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税及び地方消費税(以下「消費税等」と表記)は含まれておりません。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、第35期は希薄化効果を有する潜在株式がないため記載しておりません。

４ 第35期において、平成15年２月７日付で１株を1.1株に分割しております。 

 5 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用して

おります。 

 

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年3月

売上高 (千円) 11,436,450 11,441,520 11,377,425 12,514,211 14,780,072

経常利益 (千円) 714,734 767,566 1,104,205 1,303,679 1,233,447

当期純利益 (千円) 471,116 420,389 937,446 820,207 794,728

純資産額 (千円) 4,019,310 4,175,926 5,052,215 6,520,764 7,160,423

総資産額 (千円) 6,426,408 6,005,573 6,553,005 7,739,534 9,332,718

１株当たり純資産額 (円) 657.59 683.22 825.40 973.32 1,068.09

１株当たり当期純利益 (円) 77.07 68.78 153.23 130.32 118.60

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― 68.77 153.11 130.18 118.46

自己資本比率 (％) 62.5 69.5 77.1 84.3 76.7

自己資本利益率 (％) 12.1 10.3 20.3 14.2 11.6

株価収益率 (倍) 7.6 10.6 6.2 12.0 11.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,013,726 1,531,155 1,639,561 1,649,234 1,497,532

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △959,657 △1,058,073 △538,415 △1,103,314 △2,596,049

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 18,361 △661,691 △551,162 100,248 467,343

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 1,472,621 1,179,849 1,740,095 2,462,985 1,829,524

従業員数 (名) 
549 
(199)

546
(199)

497
(210)

496 
(209) 

568
(228)



 (2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 営業収益(売上高)に消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業員数を表示しております。なお、従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、第35期は希薄化効果を有する潜在株式がないため記載しておりません。

４ 第38期１株当たり配当額25円には、上場記念の配当５円が含まれております。第39期１株当たり配当額30円には、東証一

部指定記念の配当10円が含まれております。 

５ 第35期において、平成15年２月７日付で１株を1.1株に分割しております。 

６ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用して

おります。 

  

 

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

営業収益(売上高) (千円) 598,956 592,116 647,067 631,109 584,881

経常利益 (千円) 70,841 126,154 203,916 180,849 98,335

当期純利益 (千円) 41,028 96,116 76,716 105,195 64,817

資本金 (千円) 743,253 743,253 746,034 1,047,011 1,048,796

発行済株式総数 (株) 6,121,571 6,121,571 6,130,371 6,708,971 6,713,471

純資産額 (千円) 4,381,575 4,392,482 4,385,951 4,978,909 4,875,522

総資産額 (千円) 4,616,847 4,495,487 4,682,207 5,058,789 5,105,720

１株当たり純資産額 (円) 716.86 718.65 716.55 743.17 727.26

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間 
配当額) 

(円) 
  

(円) 

15.00 

(―)

15.00

(―)

20.00

(―)

25.00 

(―)

30.00

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 6.71 15.73 12.54 16.71 9.67

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― 15.72 12.53 16.70 9.66

自己資本比率 (％) 94.9 97.7 93.7 98.4 95.5

自己資本利益率 (％) 0.9 2.2 1.7 2.2 1.3

株価収益率 (倍) 87.2 46.4 75.8 93.5 137.4

配当性向 (％) 223.5 95.4 159.5 149.6 310.2

従業員数 (名) 
11 
(8)

10
(26)

20
(29)

17 
(16)

16
(16)



２ 【沿革】 

  

  

 

年月 概要

昭和44年６月 

  

昭和51年５月 

東京都台東区浅草五丁目１番11号において米穀の販売を事業目的として、有限会社米屋おお

くぼを設立 

東京都台東区浅草五丁目１番11号に株式会社ダイオーを設立。 

新規事業として、オフィスで手軽に本格的レギュラーコーヒーが飲める本場米国のオフィス

コーヒーサービスを国内に導入する。 

昭和53年２月 オフィスコーヒーサービス(OCS事業)のフランチャイズチェーンを設立し、本部として本格的

な全国展開を開始。 

昭和55年５月 コーヒーの焙煎製造から物流までの一貫生産工場として、千葉県八千代市に東京PDセンター

を竣工し、自社焙煎コーヒーの供給を開始。 

昭和58年６月 株式会社ダイオーズに商号変更、東京都荒川区南千住一丁目13番13号に本社を移転。 

昭和63年４月 東京都港区芝五丁目34番６号に本社を移転。 

昭和63年９月 米国カリフォルニア州に100％出資の子会社ダイオーズUSA INC.を設立、南カリフォルニアで

のOCS事業を開始。 

平成元年８月 東京都荒川区の自社ビルが落成。 

平成元年12月 ダストコントロール関連事業部を100％出資の子会社株式会社ダイオーズレンタルサービスと

して分社。 

平成２年１月 コーヒーサービス事業部を100％出資の子会社株式会社ダイオーズコーヒーサービスとして分

社。 

平成３年９月 ダイオーズUSA INC.を解散し、カリフォルニア支社を設置。同年10月業務委託会社として

100％出資の子会社ダイオーズサービシーズINC.を設立。 

平成５年12月 子会社株式会社ダイオーズコーヒーサービス、子会社株式会社ダイオーズレンタルサービス

及び関連会社株式会社ダイオーフーズを吸収合併。 

平成６年10月 アメリカの子会社ダイオーズサービシーズINC.を解散し、同社の全業務を当社カリフォルニ

ア支社に統合。 

平成８年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成10年１月 東京都港区浜松町二丁目４番１号に本社を移転。 

平成11年５月 株式会社スポーツファクトリーの株式を取得し、同年６月商号を株式会社ダイオーズサービ

シーズに変更して連結子会社化。 

100％出資の連結子会社Daiohs U.S.A., Inc.を設立 

平成12年１月 国内事業部門を100％出資の連結子会社株式会社ダイオーズサービシーズへ、海外事業部門を

100％出資の連結子会社Daiohs U.S.A., Inc.へ、それぞれ営業譲渡し、これら２社の純粋持

株会社となる。 

平成12年８月 連結子会社株式会社ダイオーズサービシーズにおいてダストコントロール事業のフランチャ

イズチェーン加盟契約を解除。 

平成14年７月 連結子会社株式会社ダイオーズサービシーズにおいてピュアウォーター中央工場を竣工。 

平成14年７月 連結子会社株式会社ダイオーズサービシーズにおいて横浜ゴム株式会社の子会社である株式

会社コムフォから飲料水デリバリー事業を譲り受ける。 

平成15年４月 株式会社カバーオールジャパンに50.0％の出資を行い、東京地区の営業権を譲受、管理清掃

サービスを開始。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年12月 

平成19年３月 

株式会社東京証券取引所市場第二部に株式を上場。 

株式会社東京証券取引所市場第一部に指定。 



  

 ３ 【事業の内容】 

当社グループは、㈱ダイオーズ（当社）及び子会社６社、すなわち国内においてオフィスサービス事業を営む㈱ダ

イオーズサービシーズ、米国においてオフィスサービス事業を営むDaiohs U.S.A.,Inc.、台湾においてオフィスサー

ビス事業を営む台湾德歐仕股份有限公司、中国においてオフィスサービス事業を営む上海德欧仕咖啡管理有限公司と

德欧仕咖啡商貿（上海）有限公司、韓国においてオフィスサービス事業を営むDaiohs Korea Co.,Ltd.と、国内におい

てオフィスサービス事業を営む合弁会社である関連会社４社（㈱ダイオーズ四国、㈱ダイオーズ広島、㈱ダイオーズ

新潟、㈱カバーオールジャパン）から構成されております。当社は子会社６社及び関連会社４社の株式を所有するこ

とにより、当該会社の事業活動を支配・管理する、いわゆる純粋持株会社として機能しております。 

  

連結子会社、非連結子会社及び関連会社は次の通りであります。 

 

連結子会社 ㈱ダイオーズサービシーズ ：国内におけるオフィスサービス事業 

Daiohs U.S.A.,Inc. ：米国におけるオフィスサービス事業 

非連結子会社 台湾德歐仕股份有限公司 ：台湾におけるオフィスサービス事業 

上海德欧仕咖啡管理有限公司 ：中国におけるオフィスサービス事業 

德欧仕咖啡商貿（上海）有限公司 ：中国におけるオフィスサービス事業 

DaiohsKorea Co.,Ltd. ：韓国におけるオフィスサービス事業 

関連会社 ㈱ダイオーズ四国 ：国内におけるオフィスサービス事業 

㈱ダイオーズ広島 ：国内におけるオフィスサービス事業 

㈱ダイオーズ新潟 ：国内におけるオフィスサービス事業 

㈱カバーオールジャパン ：国内におけるオフィスサービス事業 



 



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 特定子会社であります。 

２ ㈱ダイオーズサービシーズ及びDaiohs U.S.A.,Inc.については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上

高に占める割合が10％を超えております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 当社グループの事業は単一であるため、事業の種類別セグメントに代えて所在地別セグメントごとの各従業員数を記載し

ております。 

          

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

４ 平均勤続年数はグループ内の勤続年数を通算しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

昭和60年１月９日全ダイオーズ労働組合を結成し、昭和60年９月11日に上部団体UIゼンセン同盟東京都支部に加

盟しております。 

組合員数は139名であり、結成以来労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  

名称 住所 
資本金又は

出資金 
(千円) 

主要な事業

の内容 

議決権の

所有(被所有)割合 
関係内容 

所有割合

(％) 
被所有割合

(％) 

(連結子会社)       
㈱ダイオーズ 
サービシーズ (注)1,2 

東京都港区 300,000 
トータルオフィ

スサービス事業 
100.0 ―

役員の兼任 ５名 
資金援助あり 

Daiohs U.S.A., Inc. 
(注)1,2 

米国 
カリフォルニア

州 

2百万 
米ドル 

トータルオフィ

スサービス事業 
100.0 ―

役員の兼任 ３名 
資金援助あり 

    ㈱ダイオーズサービシーズ Daiohs U.S.A.,Inc. 

主要な損益情報等 ①売上高 7,083,063千円 7,701,190千円 

  ②経常利益 731,635千円 433,672千円 

  ③当期純利益 392,780千円 367,327千円 

  ④純資産額 643,089千円 2,313,559千円 

  ⑤総資産額 3,308,739千円 4,128,650千円 

所在地別セグメントの名称 従業員数(名)

国内 223 (210) 

米国 329 (  2) 

全社 16 ( 16) 

合計 568 (228) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

16 ( 16) 38.0 14.5 6,640



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度において、国内部門の㈱ダイオーズサービシーズでは、以下のような施策を実行しました。 

Ａ．組織 

平成19年３月期の上半期は「東日本営業本部」「西日本営業本部」「事業推進本部」「開発生産本部」の４本部

体制で臨み、同下半期ではさらに東西の２営業本部を「第一営業本部」「第二営業本部」「第三営業本部」「営業

推進本部」の４営業本部に分割しました。これにより、直営の支店・営業所とフランチャイズチェーンの加盟店を

第一、第二、第三の各営業本部が「エリア別」に担当し、オフィス清掃部門、給茶機部門、法人開発営業部門、家

庭用部門を「営業推進本部」が事業別に担当する明確な役割分担が可能となりました。また、上半期に「事業推進

本部」として機能させた新規事業開発、Ｍ＆Ａの分野を社長直轄の「事業推進室」として再度編成替えを行いまし

た。 

Ｂ．営業 

独自に開発した「エスプレッソコーヒーマシン」である「ＤＥＭ－１」を中心としたコーヒーの拡販に注力しま

した。同時に顧客購買量の拡大に向けて、下半期からはコーヒー以外の商品として「カフェオレ」「ココアオレ」

「レモンティー」をはじめとした商品をリニューアルし、秋期キャンペーンでは販売数量を競うコンテストを実施

して大きな成果を得ることができました。同時に、成長の大きな原動力となっているウォーターサービス事業にお

いては、引き続きピュアウォーターの法人向け拡販に注力し、サーバー設置台数の増加に努めました。 

  

米国部門を担当するDaiohs U.S.A., Inc.では、以下のような施策を実行しました。 

Ａ．組織 

平成18年７月17日付で５番目のリージョンとなるGreat Lakes Region（米国中西部五大湖地区）を開設いたしま

した。同地区にはシカゴ支店（イリノイ州）、デトロイト支店の2拠点を設置しております。 

既存の米国西部地区（ロッキー山脈の西側）の地区では、市場占有率の低い地区を中心に補完的な小規模買収

や、営業組織による地道な営業活動などによりコンスタントな成長と利益改善を続けております。 

Ｂ．営業 

従来のオフィスコーヒーサービス（OCS）事業を中核とし、ボトルウォーター事業など関連するオフィスの「従

業員休憩室」関連の各種サービスをロッキー西側において展開して参りました。 

長期的には全米への市場拡大を目指す大きなステップとして、７月から８月にかけて米国中西部五大湖地区の２

大都市にあたるシカゴとデトロイトの両市場で当該地区におけるOCS最大手企業を買収いたしました。その結果、

両地区で進出と同時に該当都市圏OCSのトップオペレーターの地位を獲得いたしました。 

一方で、規模は小さいながらも米国進出以来継続していたロサンゼルス地区のベンディング事業については、他

地域との連携が薄いことや広域における戦略的パートナーの構築といった観点を総合して他社に売却、全面撤退も

併せて実行いたしました。 

  

米国コーヒー市場では、スターバックスの登場以来、旧来の味の薄い「アメリカン・コーヒー」から濃いタイプ

のグルメ・コーヒーへのトレンドが引き続き進行しています。品質も価格も高いシングルカップ・コーヒーと呼ば

れる一杯取りコーヒー機材も、様々な種類が開発されております。このトレンドに対応するサービス提供を進めた

結果、コーヒー販売単価の上昇と同時に、機材のレンタル収入も増加し、売上、収益両面に好影響を与えていると

いうトレンドは引き続き継続しております。 

  



以上の結果、当連結会計年度の売上高は147億80百万円（前連結会計年度125億14百万円）、営業利益は11億83百

万円（同11億85百万円）、経常利益は12億33百万円（同13億3百万円）、当期純利益は7億94百万円（同8億20百万

円）となりました。連結売上高の内訳は、国内部門70億78百万円（前連結会計年度66億15百万円）、米国部門77億1

百万円（同58億99百万円）です。 

  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、業績好調に伴い税金等調整前当期純利益は13億65百万円となり、買収によ

る減価償却費の増加３億７百万円がありましたものの、たな卸資産の増加２億21百万円、法人税等の支払額の増加１

億45百万円等がありましたため、前連結会計年度に比べ１億51百万円収入が減少し、14億97百万円の収入となりまし

た。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、什器備品等の有形固定資産の取得による支出８億16百万円、営業権等の無

形固定資産の取得による支出14億12百万円、レンタル資産の取得による支出４億63百万円、貸付による支出１億55百

万円等により、前連結会計年度に比べ14億92百万円支出が増加し、25億96百万円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済による支出４億97百万円、配当金の支払額１億66百万円

がありましたものの、短期借入れによる収入11億27百万円がありましたため、前連結会計年度に比べ３億67百万円収

入が増加し、４億67百万円の収入となりました。 

  

 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績は次の通りであります。 

  

(注) １ 記載金額は生産高を製造原価で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社グループの事業は単一であるため、事業の種類別セグメントに代えて所在地別セグメントごとの各実績を記載してお

ります。 

  

(2) 受注実績 

当社グループは、見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績は次の通りであります。 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 記載金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

３ 当社グループの事業は単一であるため、事業の種類別セグメントに代えて所在地別セグメントごとの各実績を記載してお

ります。 

  

３ 【対処すべき課題】 

国内部門においては、一大市場である「首都圏」の新規営業部門を強化するために「首都圏開発本部」を新設し、

同エリアの既存顧客に対するデリバリーとサービスを担当する「第一営業本部」との連携で「ドミナント戦略」を推

進させます。首都圏以外の全国主要道府県の直営拠点と同エリアの加盟店を「第二営業本部」が担当し、売上規模が

一定に達していない拠点に注力して、早期の拡大を目指します。さらに、開発生産本部では従来の「開発部門」を事

業別・商品別から機能別に編成替えし、機器・商品の開発と販促企画としてのソフト開発とを分離して臨みます。同

時に、特にウォーターサービスの物流と製造・在庫管理を担当する「物流管理グループ」を同本部内に新設して、ロ

ジスティックス部門の強化を目指します。 

また、平成20年３月期は市場の動向を睨みながら、引き続き「水事業」の拡大に取り組みます。特に、首都圏の法

人に対するピュアウォーターの拡販は一両年の最重点課題であり、製造部門の拡充と並行して、直営拠点と加盟店と

の双方による新規拡販に加速をつけます。そのために、「首都圏開発本部」を新設し、現状営業人員を増加して新規

顧客獲得に当てます。製造部門では従来の東京中央工場、大阪工場、福岡工場に加え、協力工場の増加と合わせて拡

充に努めます。一方で、コーヒー部門では「ＤＥＭ－１」の稼働率を向上させ、一定の消費量に見合った顧客の拡大

に向けてさらに拡販をかけていく計画です。 

  

米国部門においては、引き続き支店別の運営目標管理、買収戦略、新型機材の積極導入によるレンタル収入の増

加、などを重視して経営を進めて参ります。 

所在地別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％) 

国内 559,183 112.9 

合計 559,183 112.9 

所在地別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

国内 7,078,882 107.0 

米国 7,701,190 130.5 

合計 14,780,072 118.1 



支店別の運営目標管理に関しては、従来からの営業基盤である米国西部の更なる収益性向上が第一の課題です。特

にここ３～４年以内に進出したワシントン州シアトルやネバダ州ラスベガスなどでは、未だ市場規模のポテンシャル

に比較して目標としている売上規模とは開きがありますので、補完的な買収案件や自社の営業組織活動による売上拡

大に伴う利益性の向上が当面の課題です。また、それ以外の地域でも、レンタル収入の増加などによる利益効率の向

上など収益性の更なる向上を目指しております。 

一方、新規に進出したシカゴ、デトロイト両市場では、まずは買収した顧客基盤の保全と管理組織の一体化、効率

化を進めており、営業権償却費用負担を除いたキャッシュフローベースでは確実な利益路線に乗りました。しかしな

がら、大型買収の営業権償却費用をまかなうほどの利益規模には到達していないため、今後も継続的な利益構造改善

に尽力して参ります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、当該事項は当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

  

(1) 為替相場の変動による影響について 

当社グループの決算において、外貨建金銭債権債務は期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。また、連結決算において在外子会社等の資産及び負債は、期末日の直物為替相場によ

り収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めてお

ります。 

従って、当社グループの業績は、為替相場の変動による影響を受けます。 

  

(2) コーヒー豆市況変動に伴う経営成績の変動について 

当社グループでは、コーヒー生豆を仕入れて焙煎・加工の上、あるいは、コーヒー商品を仕入れて、オフィスを

中心に販売するオフィスコーヒーサービスを提供しております。売上原価に占める生豆仕入高の割合は僅少であ

り、また、仕入契約の条件等により市況変動リスクを軽減しておりますが、コーヒー豆は市況品であり、急激な市

況の変動により業績に影響が及ぶ可能性があります。 

  

(3) 業界に対する法的規制について 

当社の連結子会社である㈱ダイオーズサービシーズは、製商品を販売するにあたり、訪問販売を行っていること

から、特定商取引に関する法律の規制を受けております。また、コーヒー、ピュアウォーターおよびミネラル

ウォーター等の製造・販売において、食品衛生法並びに製造物責任法による規制を受けております。製造工場に食

品衛生管理者を配置するとともに、都道府県知事による食品営業許可を受けております。また、Daiohs 

U.S.A.,Inc.においては、適正な製品製造と表示を管理し、消費上の適正を管理することを目的としたU.S. Food 

and Drug Administration Regulations（米国食料薬事庁規則）による規制を受けております。定期的な検査を受

けることにより、常に徹底した衛生管理を行っておりますが、業態の特殊性により、当社グループの業績は、業界

に対する種々の法規制の影響を受けます。 

  

(4) 大型のＭ＆Ａ案件の発生について 

当社グループでは、Ｍ＆Ａの推進に積極的に取り組んでおりますが、成立する時期の特定が難しく、また相手方

との守秘義務契約の関係もあり、Ｍ＆Ａに係る収益、費用については利益計画に盛り込んでおりません。そのた

め、大型のＭ＆Ａが成立した場合には、利益計画に変動が生ずる可能性があります。 



  

 



５ 【経営上の重要な契約等】 

フランチャイズ契約に関する事項 

㈱ダイオーズサービシーズがフランチャイズ本部となり、フランチャイザーとして「ダイオーズOCSチェー

ン」を主宰統括しております。フランチャイズ契約の概要は、以下のとおりであります。 

(1) 契約の要旨 

ダイオーズOCSチェーン・フランチャイズ契約では、㈱ダイオーズサービシーズ(本部)と加盟店が広く職場のな

かにうるおいを提供することによって、その福祉の向上と勤労意欲の高揚に寄与することを目標とし、「ダイ

オーズOCSチェーン」の標章のもとに新しい流通産業の創造のために共に協力し一体となって事業の展開を行い、

相互の利益、社会的地位と信用の確立を図り、よって両者の末長い信頼関係を維持することを目的として締結さ

れます。 

契約におきましては、㈱ダイオーズサービシーズ(本部)が独自に開発した機器及びサービス用品、及び独自に開

発したオリジナル商品をもって運営されるオフィスコーヒーサービス事業に関する技術上・経営上の独自のシス

テムを基に事業を行う権利を、本契約によって加盟店に許諾する内容となっております。 

  

(2) 契約期間 

ダイオーズOCSチェーン・フランチャイズ契約書において定めている契約期間は次のとおりであります。 

契約期間は、契約締結日より３カ年間。但し、期間満了の３カ月前迄に両当事者は契約継続について協議し、双

方に異議がない場合は、本契約はさらに２カ年延長されるものとし、以後も同様であります。 

  

(3) 徴収金等 

契約締結に際して加盟店は、本部に対して一定額の加盟金を支払い、また、毎月の加盟店売上高の一定額に対し

一定率のロイヤリティを支払うものであります。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

 (1) 財政状態の分析 

資産合計は93億32百万円（前連結会計年度末比15億93百万円の増加）となりました。シカゴとデトロイトのOCS

企業を買収したことによる営業権の増加９億64百万円、たな卸資産の増加２億26百万円、工具器具備品の増加２億

85百万円等によるものであります。 

負債合計は21億72百万円（前連結会計年度末比９億53百万円の増加）となりました。これは主に買収に伴う短期

借入金の増加６億33百万円、未払法人税等の増加２億56百万円等によるものであります。 

純資産合計は71億60百万円（前連結会計年度末比６億39百万円の増加）となりました。当期純利益を７億94百

万円計上する一方で、前期末に係る配当による支出が１億67百万円あったこと等によるものであります。 

  

(2) 経営成績の分析 

（売上高） 

当連結会計年度の売上高は147億80百万円、前年同期比18.1％の増加となりました。 

国内部門の売上高は、70億84百万円、前年同期比7.0％の増加となりました。この売上高の増加は、１カップ

抽出型のエスプレッソマシン（DEM-1）を中心としたコーヒーの拡販に注力したことと、成長の大きな原動力と

なっているウォーターサービス事業が継続して好調に推移したことによるものであります。 

米国部門の売上高は、77億１百万円、前年同期比30.5％の増加となりました。この売上高の増加は、７月から

８月にかけて米国中西部五大湖地区の２大都市にあたるシカゴとデトロイトの両市場で当該地区のOCS最大手企

業を買収したことと、グルメ・コーヒーへのトレンドが引き続き進行した結果、コーヒー販売単価の上昇と同時

に、機材のレンタル収入が増加したことによるものであります。 

（営業損益、経常損益） 

米国の買収による営業権の増加により減価償却費が８億46百万円（前年同期比58.3％増加）人員増加に伴い給

与手当が31億36百万円（前年同期比10.6％増加）と増加したことにより、販売費及び一般管理費は74億73百万円

（前年同期比17.4％増加）の増加となり、営業利益は11億83百万円（前年同期比0.2％減少）となりました。ま

た、営業外損益は、借入れによる支払利息26百万円の発生により、経常利益は12億33百万円（前年同期比5.4％

減少）となりました。 

（当期純損益） 

特別利益においては、米国部門のベンディング事業売却等による固定資産売却益１億34百万円を計上しました

結果、税金等調整前当期純利益は13億65百万円（前年同期比6.5％増加）、当期純利益は７億94百万円（前年同

期比3.1％減少）となりました。また、１株当たり当期純利益は118円60銭（前年同期１株当たり当期純利益130

円32銭）となりました。 

 



(3) キャッシュ・フローの分析 

キャッシュ・フローの分析につきましては、「第２ 事業の状況」の「１ 業績等の概要」の「(2)キャッシュ・

フローの状況」に記載したとおりでありますが、指標のトレンドを示しますと下記のとおりであります。 

※自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注）1.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

3.営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを 使用しておりま

す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の 利息の支払額を使用しております。 

  

なお、当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度の現金及び現金同

等物の期末残高に比べ6億33百万円減少し、18億29百万円（前年同期比25.7％減）となりました。 

  平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 

自己資本比率(％) 69.5 77.1 84.3 76.7 

時価ベースの株主資本比率

(％) 
74.3 88.7 135.2 95.5 

債務償還年数(年) 0.6 0.2 0.0 0.4 

インタレスト・カバレッジ・

レシオ(倍) 
162.4 344.5 1,018.4 54.9 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度において実施した設備投資の総額は、894,644千円（ソフトウエア含む）であり、所在地別セグメン

トについて示すと、次の通りであります。 

(1) 国内 

当連結会計年度の設備投資の総額は、63,924千円であり、主にＥＲＰのソフトウエアであります。なお、重要な設

備の除却又は売却はありません。 

  

(2) 米国 

当連結会計年度の主な設備投資等は、売上の拡大を目的としたコーヒーメーカー等の購入など総額818,215千円

（6,993千米ドル）の投資を実施いたしました。なお、重要な設備の除却又は売却はありません。 

  

 



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 東京PDセンター及び東京第一支店建物については、それぞれ株式会社ダイオーズサービシーズに賃貸しております。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、以下のとおりであります。 
  

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

事業所名 
(所在地) 

所在地別 
セグメント

の 
名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数 
(名) 建物 

及び構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡) 
ソフト

ウエア 
その他 合計 

本社 
(東京都港区) 

全社 
グループ統括

業務事務所 
2,260 ― ― 8,606 6,121 16,988 16(16)

東京PDセンター 
(千葉県八千代市) 

〃 
賃貸 
不動産 

160,231 ―
257,500

(4,945.00)
― ― 417,731 ― 

東京第一支店 
(東京都荒川区) 

〃  〃 49,029 ―
265,489

(1,402.07)
1,284 577 316,381 ― 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

所在地別 
セグメン

トの名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(千円)
従業員数 
(名) 建物 

及び構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡) 
ソフト

ウエア 
その他 合計 

株 式 会

社 ダ イ

オ ー ズ

サ ー ビ

シーズ 

東京PDセンタ

ー 
(千葉県八千代

市) 

国内 

コ ー ヒ

ー 
他製造 
及び 
配 送 施

設 

3,962 23,442 ― 1,619 10,447 39,471 15(22)

東京第一支店 
(東京都荒川

区) 
〃 

統 轄 業

務 
事務所 
及び 
営業所 

490 ― ― 158,982 11,915 171,388 45(21)

東京第二支店

他 
〃 

営 業 所

他 
24,240 26,979 ― 732 5,482 57,436 163(167)

会社名 
事業所名 
(所在地) 

所在地別
セグメントの

名称 
設備の内容

台数
(台) 

主なリース
期間(年) 

当期リース料 
(千円) 

リース契約 
残高 
(千円) 

株 式 会 社
ダ イ オ ー
ズ サ ー ビ
シーズ 

各事業所 国内
営業用貨物
車両 

204 3年 47,186 95,931 



(3) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

所在地別 
セグメント

の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(千円)
従業員数

(名) 建物

及び構築物 
機械装置

及び運搬具 
土地

(面積㎡) 
その他 合計 

Daiohs 

U.S.A.,Inc. 
(カリフォル

ニア州ダウ

ニー市) 

本社及び 
各営業所 

米国 

統轄業務 
事務所 
及び 
営業所 

11,559 268,274 ― 866,549 1,146,383 329(2)



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注)１ 提出日現在の発行数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は、含まれておりません。 

  ２ 平成19年３月１日付で当社株式は株式会社東京証券取引所市場第一部へ上場されております。 

  

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 19,320,000

計 19,320,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月25日)

上場証券取引所名又は登録証券
業協会名 

内容 

普通株式 6,713,471 6,715,271
東京証券取引所(市場第一部)
ジャスダック証券取引所 

― 

計 6,713,471 6,715,271 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 平成15年６月26日定時株主総会決議 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、以下の要領により、当社取締役及び当社子会社の統括マ

ネージャーの地位にある従業員ならびに管理職優秀者に対し、ストックオプションとして新株予約権を無償にて

発行いたしました。 

  

(注) 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

 

区分 
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数 49個(注) 36個(注) 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 4,900株 3,600株 

新株予約権の行使時の払込金額 
67,100円 

(１株当たり671円) 
同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日から 

平成20年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格    671円 

資本組入額   336円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受け

た者は、権利行使時におい

て、当社ならびに当社子会

社の取締役、監査役、執行

役員又は使用人の何れかの

地位を保有していること、

あるいは当社と顧問契約を

締結している場合に限る。 

②新株予約権者が死亡した場

合、新株予約権者の相続人

による本件新株予約権の相

続は認めない。 

③新株予約権の質入その他一

切の処分は認めないものと

する。 

④その他の条件については、

本株主総会及び取締役会決

議に基づき、当社と対象の

当社取締役及び当社子会社

の統括マネージャーの地位

にある従業員ならびに管理

職成績優秀者との間で締結

する「新株予約権割当契

約」に定めるところによ

る。なお、当社は新株予約

権の付与に際し、新株予約

権者に、上記①～③の条件

を強化した内容で「新株予

約権割当契約」を締結する

ことができるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するときは

取締役会の承認を要するもの

とする。 

同左 



 ② 平成16年６月25日定時株主総会決議 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、以下の要領により、当社及び当社子会社の役員ならびに

従業員に対し、ストックオプションとして新株予約権を無償にて発行いたしました。 

  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ ２名退職により、新株予約権13個と新株予約権の目的となる数1,300株は、失権しております。 

 

区分 
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数 54個(注)１、２ 49個(注)１、２ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 5,400株(注)２ 4,900株(注)２ 

新株予約権の行使時の払込金額 
86,000円 

(１株当たり860円) 
同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月１日から 

平成21年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格    860円 

資本組入額   430円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受け

た者は、権利行使時におい

て、当社ならびに当社子会

社の取締役、監査役、執行

役員又は使用人の何れかの

地位を保有していること、

あるいは当社と顧問契約を

締結している場合に限る。 

②新株予約権者が死亡した場

合、新株予約権者の相続人

による本件新株予約権の相

続は認めない。 

③新株予約権の質入その他一

切の処分は認めないものと

する。 

④その他の条件については、

本株主総会及び取締役会決

議に基づき、当社と対象の

当社及び当社子会社の役員

及び従業員との間で締結す

る「新株予約権割当契約」

に定めるところによる。な

お、当社は新株予約権の付

与に際し、新株予約権者

に、上記①～③の条件を強

化した内容で「新株予約権

割当契約」を締結すること

ができるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するときは

取締役会の承認を要するもの

とする。 

同左 



 ③ 平成17年６月24日定時株主総会決議 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、以下の要領により、当社及び当社子会社の役員ならびに

従業員に対し、ストックオプションとして新株予約権を無償にて発行いたしました。 

  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ １名退職により、新株予約権10個と新株予約権の目的となる数1,000株は、失権しております。 

 

区分 
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数 52個(注)１、２ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 5,200株(注)２ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 
90,000円 

(１株当たり900円) 
同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年７月１日から 

平成22年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格    900円 

資本組入額   450円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当てを受け

た者は、権利行使時におい

て、当社ならびに当社子会

社の取締役、監査役、執行

役員又は使用人の何れかの

地位を保有していること、

あるいは当社と顧問契約を

締結している場合に限る。 

②新株予約権者が死亡した場

合、新株予約権者の相続人

による本件新株予約権の相

続は認めない。 

③新株予約権の質入その他一

切の処分は認めないものと

する。 

④その他の条件については、

本株主総会及び取締役会決

議に基づき、当社と対象の

当社及び当社子会社の役員

及び従業員との間で締結す

る「新株予約権割当契約」

に定めるところによる。な

お、当社は新株予約権の付

与に際し、新株予約権者

に、上記①～③の条件を強

化した内容で「新株予約権

割当契約」を締結すること

ができるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するときは

取締役会の承認を要するもの

とする。 

同左 



 (3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注)１ 平成15年２月７日に、平成14年12月16日最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、所有株

式数を１株につき1.1株の割合をもって分割いたしました。 

２ 新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加であります。 

３ 平成17年12月13日を払込期日とするブックビルディング方式による一般募集の増資により、発行済株式総数が570千株、資

本金が298,110千円、資本準備金が297,483千円増加しております。 

４ 平成19年４月１日から平成19年５月31日までの間に、新株予約権（ストックオプション）の権利行使により、発行済株式

総数が1,800株、資本金が651千円及び資本準備金が650千円増加しております。 

   

 (4) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 自己株式94単元は「個人その他」に、単元未満の自己株式93株は「単元未満株式の状況」欄にそれぞれ含めて記載してお

ります。なお、期末日現在の実質的な所有株式数は株主名簿上の株式と同一であります。 

２ 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、３単元含まれております。 

  

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成15年２月７日 
(注)１ 

556,506 6,121,571 ― 743,253 ― 812,250

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 
(注)２ 

8,800 6,130,371 2,781 746,034 2,772 815,022

平成17年12月13日 
(注)３ 

570,000 6,700,371 298,110 1,044,144 297,483 1,112,505

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 
(注)２ 

8,600 6,708,971 2,867 1,047,011 2,859 1,115,364

平成18年４月１日～ 
平成19年３月31日 
(注)２ 

4,500 6,713,471 1,784 1,048,796 1,783 1,117,147

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満 
株式の状況 

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計
個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 9 15 43 11 2 2,927 3,007 ― 

所有株式数 
(単元) 

― 1,469 296 28,501 779 2 36,080 67.127 771 

所有株式数 
の割合(％) 

― 2.19 0.44 42.46 1.16 0.00 53.75 100.0 ― 



(5) 【大株主の状況】 

 平成19年３月31日現在 

  

 (6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

   平成19年３月31日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権３個)含まれております。 

  

 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社ダイオーエンタープラ
イズ 

千葉県我孫子市白山一丁目27番１号 2,655 39.55

大久保真一 千葉県我孫子市 1,000 14.90

大久保洋 
千葉県我孫子市 
(常任代理人 大久保真一) 

268 3.99

大久保洋子 千葉県我孫子市 262 3.91

大久保潤 千葉県我孫子市 134 1.99

ダイオーズ従業員持株会 
東京都港区浜松町二丁目４番１号
世界貿易センタービル23F 

105 1.56

株式会社ナック 東京都新宿区西新宿一丁目25番１号 100 1.48

大久保真 神奈川県横浜市 84 1.25

日本証券金融株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番
10号 

56 0.84

三浦隆玄 神奈川県川崎市 50 0.74

計 ― 4,717 70.27

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

9,400 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

6,703,300 
67,033 ― 

単元未満株式 
普通株式 

771 
― ― 

発行済株式総数 6,713,471 ― ― 

総株主の議決権 ― 67,033 ― 



② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

  

 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ダイオーズ 

東京都港区 
浜松町二丁目４番１号 

9,400 ― 9,400 0.14

計 ― 9,400 ― 9,400 0.14



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定

に基づき、新株予約権を発行する方法によるものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

 (平成15年６月26日定時株主総会決議) 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、以下の要領により当社取締役および当社子会社の統括マネー

ジャーの地位にある従業員並びに管理職成績優秀者に対し特に有利な条件をもって新株予約権を付与することを、平成

15年６月26日の定時株主総会において決議されたものであります。 
  

(注)1 新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く)における日本証券業協会の公表する当社普通

株式の午後３時現在における直近の売買価格(以下「終値」という)の平均値として、１円未満の端数は切り上げる。ただ

し、かかる金額が発行日の日本証券業協会の公表する当社普通株式の終値(当日に売買がない場合はそれに先立つ直近日の終

値)を下回る場合は後者の価格とする。 

なお、当社が株式分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは(新株予約権の行使により新株を発行する場合を除

く)、次の算式により金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

   2 平成16年12月13日付で当社株式は日本証券業協会への店頭登録を取り消し、ジャスダック証券取引所に上場されておりま

す。 

  3 平成17年12月14日付で当社株式は株式会社東京証券取引所市場第二部へ上場されております。 

  4 平成18年３月１日付で当社株式は株式会社東京証券取引所市場第一部へ上場されております。 

 

決議年月日 平成15年６月26日

付与対象者の区分及び人数 

株式会社ダイオーズの取締役３名
株式会社ダイオーズの統括マネージャーの地位にある従業員１名 
子会社株式会社ダイオーズサービシーズの統括マネージャーの地位にあ
る従業員８名 
株式会社ダイオーズの管理職成績優秀者２名 
子会社株式会社ダイオーズサービシーズの管理職成績優秀者10名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 15,600株 

新株予約権の行使時の払込金額 67,100円(注)1

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日～平成20年６月30日

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において、当社なら
びに当社子会社の取締役、監査役、執行役員又は使用人の何れかの
地位を保有していること、あるいは当社と顧問契約を締結している
場合に限る。 

② 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本件新
株予約権の相続は認めない。 

③ 新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。 
④ その他の条件については、本株主総会および取締役会決議に基づ

き、当社と対象の当社取締役および当社子会社の統括マネージャー
の地位にある従業員並びに管理職成績優秀者との間で締結する「新
株予約権割当契約」に定めるところによる。なお、当社は新株予約
権の付与に際し、新株予約権者に、上記①～③の条件を強化した内
容で「新株予約権割当契約」を締結することができるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。 

       
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
分割・新株発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



(平成16年６月25日定時株主総会決議) 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、以下の要領により当社及び当社子会社の役員及び従業員に対し

特に有利な条件をもって新株予約権を付与することを、平成16年６月25日の定時株主総会において決議されたものであ

ります。 

  

(注)1 新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く)における日本証券業協会の公表する当社普通

株式の午後３時現在における直近の売買価格(以下「終値」という)の平均値として、１円未満の端数は切り上げる。ただ

し、かかる金額が発行日の日本証券業協会の公表する当社普通株式の終値(当日に売買がない場合はそれに先立つ直近日の終

値)を下回る場合は後者の価格とする。 

なお、当社が株式分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは(新株予約権の行使により新株を発行する場合を除

く)、次の算式により金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

    2 平成16年12月13日付で当社株式は日本証券業協会への店頭登録を取り消し、ジャスダック証券取引所に上場されておりま

す。 

  3 平成17年12月14日付で当社株式は株式会社東京証券取引所市場第二部へ上場されております。 

4 平成18年３月１日付で当社株式は株式会社東京証券取引所市場第一部へ上場されております。 

 

決議年月日 平成16年６月25日

付与対象者の区分及び人数 
株式会社ダイオーズの取締役３名
株式会社ダイオーズの従業員３名 
子会社株式会社ダイオーズサービシーズの従業員14名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 11,400株 

新株予約権の行使時の払込金額 86,000円(注)1

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～平成21年６月30日

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において、当社なら
びに当社子会社の取締役、監査役、執行役員又は使用人の何れかの
地位を保有していること、あるいは当社と顧問契約を締結している
場合に限る。 

② 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本件新
株予約権の相続は認めない。 

③ 新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。 
④ その他の条件については、本株主総会および取締役会決議に基づ

き、当社と対象の当社及び当社子会社の役員及び従業員との間で締
結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。なお、当社
は新株予約権の付与に際し、新株予約権者に、上記①～③の条件を
強化した内容で「新株予約権割当契約」を締結することができるも
のとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。 

       
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
分割・新株発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



 (平成17年６月24日定時株主総会決議) 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、以下の要領により当社及び当社子会社の役員及び従業員に対し

特に有利な条件をもって新株予約権を付与することを、平成17年６月24日の定時株主総会において決議されたものであ

ります。 

  

(注)1 新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く)におけるジャスダック証券取引所の公表する

当社普通株式の午後３時現在における直近の売買価格(以下「終値」という)の平均値として、１円未満の端数は切り上げ

る。ただし、かかる金額が発行日のジャスダック証券取引所の公表する当社普通株式の終値(当日に売買がない場合はそれに

先立つ直近日の終値)を下回る場合は後者の価格とする。 

なお、当社が株式分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは(新株予約権の行使により新株を発行する場合を除

く)、次の算式により金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

      2 平成17年12月14日付で当社株式は株式会社東京証券取引所市場第二部へ上場されております。 

3 平成18年３月１日付で当社株式は株式会社東京証券取引所市場第一部へ上場されております。 

 

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数 
株式会社ダイオーズの取締役２名
株式会社ダイオーズの従業員２名 
子会社株式会社ダイオーズサービシーズの従業員６名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 6,500株 

新株予約権の行使時の払込金額 90,000円(注)1

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日～平成22年６月30日

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において、当社なら
びに当社子会社の取締役、監査役、執行役員又は使用人の何れかの
地位を保有していること、あるいは当社と顧問契約を締結している
場合に限る。 

② 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本件新
株予約権の相続は認めない。 

③ 新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。 
④ その他の条件については、本株主総会および取締役会決議に基づ

き、当社と対象の当社及び当社子会社の役員及び従業員との間で締
結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。なお、当社
は新株予約権の付与に際し、新株予約権者に、上記①～③の条件を
強化した内容で「新株予約権割当契約」を締結することができるも
のとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。 

       
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
分割・新株発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

 



３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の１つとして認識しております。安定的な経営基盤の確保

と株主資本利益率の向上に努めるとともに、配当につきましても安定的な配当の継続を業績に応じて行うことを基本

方針としております。 

内部留保資金の使途につきましては、設備資金及び新規事業、Ｍ＆Ａ等の投融資など、今後の事業拡大に向けた資

金需要に備えることとし、当面は安全性の高い金融商品にて運用する予定であります。 

当期の剰余金の配当については、平成19年５月15日開催の取締役会において平成19年３月31日を基準日として、普

通配当20円に東京証券取引所市場第一部銘柄指定の記念配当10円を加え、１株につき30円の配当を決定いたしまし

た。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下の通りであります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、平成17年12月14日より東京証券取引所市場第二部におけるもの、平成19年３月１日より東京証券取引

所市場第一部におけるものであり、それ以前は、平成16年12月12日までは日本証券業協会の公表のもの、平成16年12月13

日から平成17年12月13日まではジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、第37期の事業年度別最高・最低

株価のうち、※１印は日本証券業協会の公表のものであり、第38期の事業年度別最高・最低株価のうち、※２印はジャス

ダック証券取引所におけるものであります。 

２ □印は、株式分割（平成15年２月７日、１株→1.1株）による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、平成19年３月１日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は東京証券取引所市場

第二部におけるものであります。 

  

 

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たりの配当額（円） 

平成19年５月15日 

取締役会決議 
201 30 

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 
810 

□678 
790

994
※１  940 

1,630 
※２  1,262 

     1,568

最低(円) 
555 

□628 
550

850
※１  721 

1,080 
※２   831 

     1,200

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高(円) 1,341 1,285 1,296 1,349 1,445 1,400

最低(円) 1,226 1,200 1,210 1,250 1,300 1,298



５ 【役員の状況】 

  

  
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 
(千株) 

取締役 
社長 

代表 
取締役 大久保 真 一 昭和16年３月21日生 

昭和38年４月 ㈱読売広告社入社 

  
※３ 

  
1,000 

昭和44年６月 ㈲米屋おおくぼ設立と同時に

入社 

昭和51年５月 ㈱ダイオー(現㈱ダイオーズ)

設立代表取締役社長(現任) 

平成11年５月 ㈱ダイオーズサービシーズ代

表取締役社長 

平成12年１月 Daiohs U.S.A.,Inc. C.E.O. 
(現任) 

平成17年４月 ㈱ダイオーズサービシーズ代

表取締役会長(現任) 

取締役 ― 渡 辺 辰 也 昭和27年９月３日生 

昭和49年７月 ㈲米屋おおくぼ入社 

※３ 8 

昭和51年５月 ㈱ダイオー(現㈱ダイオーズ)

入社 

平成２年１月 ㈱ダイオーズコーヒーサービ

ス業務部長 

平成４年１月 当社総務部長 
平成６年１月 当社取締役(現任) 

平成11年５月 ㈱ダイオーズサービシーズ取

締役 

平成12年１月 Daiohs U.S.A.,Inc. 取締役 
(現任) 

平成13年３月 ㈱ダイオーズサービシーズ取

締役特販部長 

平成14年６月 ㈱ダイオーズサービシーズ取

締役特販グループ統括マネー

ジャー 
平成16年４月 当社取締役管理本部長 

平成17年４月 ㈱ダイオーズサービシーズ代

表取締役社長(現任) 

取締役 ― 大久保   洋 
※１ 昭和42年２月５日生 

平成元年４月 ㈱リクルートインターナショ

ナル入社 

※３ 268 

平成３年６月 当社入社 

平成８年７月 当社カリフォルニア支社長 

平成12年１月 DaiohsU.S.A.,Inc. C.O.O. 

(現任) 

平成12年４月 当社経営企画室長 

平成12年６月 当社取締役(現任) 

平成13年４月 ㈱ダイオーズサービシーズ取

締役クリーンケアサービス事

業本部長 

平成14年６月 ㈱ダイオーズサービシーズ取

締役生産グループ統括マネー

ジャー 



  

 

 役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 
(千株) 

取締役 ― 萩 原   守 昭和31年４月26日生 

昭和55年４月 当社入社 

※３ 5 

平成14年６月 ㈱ダイオーズサービシーズ東

京第一エリア統括マネージャ

ー 

平成15年４月 ㈱ダイオーズサービシーズ事

業プロジェクト統括マネージ

ャー 
平成16年４月 ㈱ダイオーズサービシーズ執

行役員第一営業本部長 
平成17年４月 

  
平成17年６月 

平成18年４月 
平成18年４月 

  
平成19年４月 

㈱ダイオーズサービシーズ取

締役第一営業本部長 
当社取締役（現任） 

当社取締役管理本部長 
㈱ダイオーズサービシーズ取

締役 
㈱ダイオーズサービシーズ取

締役開発生産本部長 
（現任） 

取締役 ― 依 光 啓 介 昭和35年12月５日生 

昭和59年４月 当社入社 

※３ 1 

平成14年６月 ㈱ダイオーズサービシーズ西

日本エリア統括マネージャー 

平成16年４月 ㈱ダイオーズサービシーズ執

行役員第二営業本部長 

平成17年４月 

  

平成17年６月 

平成18年４月 

  

平成19年４月 

平成19年４月 

  

㈱ダイオーズサービシーズ取

締役第二営業本部長 

当社取締役 

㈱ダイオーズサービシーズ取

締役開発生産本部長 

当社取締役管理本部長(現任) 

㈱ダイオーズサービシーズ取

締役(現任) 

監査役 常勤 高 田 不二彦 昭和20年10月31日生 

昭和53年７月 当社入社 

※４ 4 

平成12年７月 ㈱ダイオーズサービシーズ管

理部長兼生産部長 

平成17年４月 ㈱ダイオーズサービシーズ開

発生産本部事業推進グループ

マネージャー 

平成17年10月 ㈱ダイオーズサービシーズ退

職 

平成18年６月 当社常勤監査役(現任) 

監査役 ― 矢 野 禮一郎 
※２ 昭和14年11月１日生 

昭和39年４月 ㈱三菱銀行(現㈱三菱東京UFJ

銀行)入行 

※５ ― 

昭和44年４月 外務省アジア局地域政策課出

向 

昭和58年４月 ロンドン支店副支店長 

平成１年７月 国際金融法人室長 

平成４年５月 クレディ・リヨネ銀行東京支

店出向法人営業部長 

平成14年６月 アライドテレシス㈱法務顧問 

平成16年６月 当社常勤監査役 

平成18年６月 当社監査役（現任） 



  

(注) １ 取締役大久保洋は、代表取締役社長大久保真一の長男であります。 

２ 監査役の矢野禮一郎および上田卓は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 平成19年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

４ 平成18年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５ 平成16年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

６ 平成19年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

    

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、株主の皆様やお客様をはじめとする社会全体から

信頼され、評価される企業となり、企業の社会的責任を果たすことを目指した事業活動を推進することであり、

コーポレート・ガバナンスの一層の充実に努めてまいりたいと考えております。 

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の内容 

当社において、当社グループの経営上の重要な意思決定については取締役会（毎月１回開催）、取締役会付議事

項の基礎となる全般的業務執行方針、計画及び重要な業務の実施に関する協議については経営会議（随時開催）、

ならびに取締役の職務の監督については監査役会（３ヶ月に１回開催）によって行われております。 

当社はコーポレート・ガバナンスの充実を目的として、2004年６月の株主総会において経営環境の変化に対応し

て最適な経営体制を機動的に構築するとともに株主の皆様の信任への機会を増やすため、取締役の任期を２年から

１年に変更しました。また、かねてより社外監査役を迎えて監査役会の機能強化を図り、取締役ならびに取締役会

に対する監視機能の強化を図っております。 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 
(千株) 

監査役 ― 
  

上 田  卓 
※２ 

昭和14年11月１日生 

昭和38年4月 ㈱読売広告社入社 

※６ ― 

平成7年6月 取締役営業局長 

平成10年4月 

平成13年6月 

平成14年6月 

平成15年7月 

平成18年4月 

㈱読広コムズ代表取締役社長 

㈱読広コムズ代表取締役会長 

㈱読広コムズ顧問 

㈲B-Link代表取締役社長 

㈲T.M.J取締役専務（現任） 

計   1,288 



②会社の機関・内部統制の関係を図式化すると以下の通りになります。 

  

 
  

③内部統制システムの整備の状況 

当社の内部統制システムは、取締役及び取締役会による業務執行、監査役及び監査役会による管理・監督、内

部監査グループによる業務監査から、構成されております。社外取締役は選任いたしておりませんが、任期を１

年として株主の皆様の信任を毎年仰いでおります。また監査役３名のうち２名は社外監査役であり、公正かつ厳

正なる監査体制を敷いております。 

なお、当社の内部統制システムの基本方針は以下の通りであります。 

ⅰ)取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社は、グループ全体のコンプライアンス態勢並びに定款や各種社内ルールを遵守する組織機構として、純粋

持株会社である株式会社ダイオーズの管理本部がこれに当たります。定款や各種社内ルールに関しては、常時閲

覧が可能なように社内ネットシステムを構築し、内部監査による監査項目のひとつとして具体的な実態調査を適

宜行います。さらには、取締役および従業員等が、社内においてコンプライアンス違反行為を行い、または行お

うとしていることに気がついたときは、管理本部長、内部監査グループマネージャー、常勤監査役等に通報（匿

名も可）しなければならないと定めております。会社は、通報内容を秘守し、通報者に対して、不利益な扱いを

行わないことを社内に周知徹底しております。 

ⅱ)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役は、その職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録を含む。以下同じ。）その他の重要な情報を、社内

規程に基づき、それぞれの担当職務に従い適切に保存・管理します。 

①株主総会議事録 

②取締役会議事録 

③取締役が主催するその他の重要な会議の議事の経過の記録または指示事項と関連資料 

④取締役が決裁者となる決裁書類 

⑤その他取締役の職務の執行に関する重要な文書 

⑥上記各号に付帯関連する資料 

代表取締役社長は上記の情報の保存及び管理を監督する責任者となります。法務株式グループマネージャーは

代表取締役社長を補佐し、上記に定める文書その他の情報の保存及び管理を行います。 

ⅲ)損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社グループでは、株式会社ダイオーズの管理本部が、その独立性を活かしてリスク管理全体を統括する組織

として機能し、有事においては、社長を本部長とする「緊急対策本部」が統括して危機管理にあたることとしま

す。 

ⅳ)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 



当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況の監督等を行いま

す。業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ中期経営計画及び各年度予算を立案し、全社的な目標を設

定します。各部門においては、その目標達成に向け具体策を立案・実行します。なお、変化の激しい経営環境に

機敏に対応するため、2004年６月の株主総会において定款変更を行い、取締役の任期を１年に変更しました。 

ⅴ)当社並びにその関係会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社グループでは、株式会社ダイオーズの管理本部がグループ全体のコンプライアンスを統括・推進する体制

とします。なお、関連会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、事業内容の定期的な報告と重要案件に

ついての事前協議を行います。 

ⅵ)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

現在、監査役の職務を補助すべき従業員はおりませんが、必要に応じて、監査役の業務補助のため監査役ス

タッフを置くこととし、その人事については取締役と監査役が意見交換を行います。 

ⅶ)監査役への報告体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

代表取締役及び業務執行を担当する取締役は、取締役会等の重要な会議において随時その担当する業務の執行

状況の報告を行います。 

取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、法令に従い、直ちに監

査役に報告します。また、常勤監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握する

ため、重要な会議に適宜出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に

応じて取締役または従業員にその説明を求めることとします。 

なお、監査役は、当社の会計監査人である霞が関監査法人から会計監査内容について説明を受けるとともに、

情報の交換を行うなど連携を図ります。 

③会計監査の状況 

当社会計監査業務を執行した公認会計士は鳥居明氏、齊藤文男氏、永井勝氏の３名であり、あずさ監査法人に

所属いたしております。また、監査業務にかかる補助者の人数は平成19年３月期で計９名であり、その構成は公

認会計士４名、その他５名となっております。 

④社外取締役及び社外監査役との関係 

社外取締役の選任はありません。 

社外監査役と当社との関係において、人的・資本的・取引的関係はありません。 

 



(3) リスク管理体制の整備の状況 

顧問弁護士からは、必要に応じアドバイスを受けております。 

ディスクロージャーにつきましても、迅速かつ充実した開示に努めております。 

(4) 役員報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬等の内容は以下の通りです。 

  (注)1.上記のほか、当社取締役のうち連結子会社から役員報酬を受けている取締役が３名おり、報酬等の額は58百

万円であります。 

2.当社定款においては、取締役、監査役の会社法第423条第１項の損害賠償責任について、法令に定める要件

に該当する場合には、損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定めておりますが、現時点

では取締役、監査役との間で責任限定契約を締結しておりません。 

(5) 監査報酬の内容 

当事業年度におけるあずさ監査法人に対する報酬の内訳は以下の通りです。 

(注)1.当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報

酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、①の金額にはこれらの合計額を記載しており

ます。 

 2. 当社と会計監査人においては、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、会計監査人に悪意または

重大な過失があった場合を除き、会計監査人としての在職中に報酬その他の職務執行の対価として当社か

ら受け、または受けるべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に二を乗じて得た

額をもって、当社に対する損害賠償責任の限度とする責任限定契約を締結しております。 

(6) 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

(7) 自己株式の取得 

当社は、自己株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等を機動的に遂行することを可能とする

ため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得すること

ができる旨を定款で定めております。 

(8) 剰余金の配当等 

当社は、株主に対して機動的な利益還元を可能とするため、剰余金の配当等、会社法第459条第１項各号に定める

事項については、取締役会の決議によって定める旨、また、それを株主総会の決議によっては定めない旨を定款で

定めております。 

区 分 人 数 報酬等の額 摘 要 

取 締 役 

（うち社外取締役） 

５名 

（－） 

59百万円 

（－） 

平成４年３月19日開催の定時株主総会

で 決議された取締役の報酬限度額

は、年額180百万円以内であります。 

平成９年６月27日開催の定時株主総会

で 決議された監査役の報酬限度額

は、年額18百万円以内であります。 

監 査 役 

（うち社外監査役） 

３名 

（２名） 

4百万円 

（２百万円） 

合 計 ８名 64百万円 

区 分 報酬額 

①公認会計士法第2条第1項の監査業務の報酬 19百万円 

②当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益

の合計額 
19百万円 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。) に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）については、改正前の連結財務諸表規

則に基づき、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）については、改正後の連結財務諸表

規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）については、改正前の財務諸表等規則に基

づき、当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）については、改正後の財務諸表等規則に基づい

て作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及

び当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度(平成17年４月１日

から平成18年３月31日まで) 及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表についてあず

さ監査法人により監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

 

   
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金     2,462,397 1,829,524  

２ 売掛金     1,179,678 1,433,035  

３ 有価証券     587 ―  

４ たな卸資産     390,626 616,918  

５ 繰延税金資産     98,276 127,642  

６ その他     193,953 256,684  

貸倒引当金     △17,847 △22,275  

流動資産合計     4,307,673 55.7 4,241,529 45.4

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1) 建物及び構築物   847,481 848,586    

減価償却累計額   575,722 271,758 596,169 252,417  

(2) 機械装置及び運搬具   966,059 1,066,129    

減価償却累計額   668,968 297,090 736,017 330,112  

(3) 工具器具及び備品   1,499,720 1,960,259    

減価償却累計額   873,510 626,209 1,049,016 911,243  

(4) 土地     555,592 522,989  

(5) 建設仮勘定     21,768 ―  

有形固定資産合計     1,772,419 22.9 2,016,762 21.6

２ 無形固定資産        

(1) 営業権     515,781 1,480,763  

(2) その他     210,421 193,784  

無形固定資産合計     726,202 9.4 1,674,548 18.0

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ※１   209,395 280,101  

(2) レンタル資産     595,110 795,613  

(3) 繰延税金資産     20,855 115,111  

(4) その他     107,877 209,051  

投資その他の資産合計     933,238 12.0 1,399,877 15.0

固定資産合計     3,431,861 44.3 5,091,188 54.6

資産合計     7,739,534 100.0 9,332,718 100.0

         



  

  
 

   
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

１ 買掛金     362,188   401,018  

２ 短期借入金     ― 633,662  

３ 未払法人税等     113,192 369,502  

４ 未払費用     231,114 251,245  

５ 賞与引当金     136,490 146,000  

６ その他     327,878 338,045  

流動負債合計     1,170,864 15.1 2,139,474 22.9

Ⅱ 固定負債        

１ その他     47,905 32,820  

固定負債合計     47,905 0.6 32,820 0.4

負債合計     1,218,769 15.7 2,172,294 23.3

         

(少数株主持分)        

少数株主持分     ― ― ― ―

         

(資本の部)        

Ⅰ 資本金 ※４   1,047,011 13.5 ― ―

Ⅱ 資本剰余金     1,115,364 14.5 ― ―

Ⅲ 利益剰余金     4,230,726 54.7 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金 

    18,658 0.2 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定     116,864 1.5 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※５   △7,861 △0.1 ― ―

資本合計     6,520,764 84.3 ― ―

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    7,739,534 100.0 ― ―

         



  

  

   
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)        

Ⅰ 株主資本        

１ 資本金       1,048,796  

２ 資本剰余金     1,117,147  

３ 利益剰余金     4,857,967  

４ 自己株式     △7,861  

株主資本合計     7,016,049 75.2

Ⅱ 評価・換算差額等        

１ その他有価証券評価 
差額金 

      14,373  

２ 為替換算調整勘定     130,000  

評価・換算差額等合計     144,373 1.5

純資産合計     7,160,423 76.7

負債・純資産合計     9,332,718 100.0

       



② 【連結損益計算書】 

  

  

 

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     12,514,211 100.0 14,780,072 100.0

Ⅱ 売上原価     4,964,259 39.7 6,123,603 41.4

売上総利益     7,549,952 60.3 8,656,468 58.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１ 給与手当   2,837,264 3,136,888    

２ 福利厚生費   471,804 547,911    

３ 貸倒引当金繰入額   10,922 26,618    

４ 賞与引当金繰入額   117,633 143,342    

５ 減価償却費   534,614 846,553    

６ その他   2,392,074 6,364,315 50.8 2,771,979 7,473,294 50.6

営業利益     1,185,636 9.5 1,183,174 8.0

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息   18,344   12,559    

２ 受取配当金   226   301    

３ 仕入割引   20,772   31,604    

４ 為替差益   75,193   4,764    

５ その他   21,635 136,172 1.1 27,731 76,962 0.5

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息   1,686 26,502    

２ 新株発行費用   14,801 ―    

３ その他   1,641 18,130 0.1 186 26,689 0.2

経常利益     1,303,679 10.5 1,233,447 8.3

Ⅵ 特別利益        

１ 固定資産売却益 ※１ 2,153 134,514    

２ 投資有価証券売却益   84 2,237 0.0 ― 134,514 0.9

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産売却損 ※２ 633 736    

２ 固定資産除却損 ※３ 1,544 1,860    

３ 役員退職慰労金   17,239 ―    

４ 加盟料返還金   4,200 23,617 0.2 ― 2,597 0.0

税金等調整前 
当期純利益 

    1,282,299 10.3 1,365,364 9.2

法人税、住民税 
及び事業税 

  309,590 693,114    

法人税等調整額   152,501 462,091 3.7 △122,477 570,636 3.8

当期純利益     820,207 6.6 794,728 5.4

         



  

 ③ 【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 
  

（連結剰余金計算書） 

  

 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

(資本剰余金の部) 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 815,022

Ⅱ 資本剰余金増加高 

 １ 新株発行高 300,342 300,342

Ⅲ 資本剰余金期末残高 1,115,364

  

(利益剰余金の部) 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 3,532,938

Ⅱ 利益剰余金増加高 

 １ 当期純利益 820,207 820,207

Ⅲ 利益剰余金減少高 

 １ 配当金 122,419 122,419

Ⅳ 利益剰余金期末残高 4,230,726

  



（連結株主資本等変動計算書） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

  

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,047,011 1,115,364 4,230,726 △7,861 6,385,240

当連結会計年度の変動額          

 新株の発行 1,784 1,783     3,567

剰余金の配当(注)     △167,486   △167,486

 当期純利益     794,728   794,728

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額 
(純額) 

         

当連結会計年度中の変動額合計 1,784 1,783 627,241 － 630,808

平成19年3月31日残高(千円) 1,048,796 1,117,147 4,857,967 △7,861 7,016,049

  評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘定 評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 18,658 116,864 135,523 6,520,764

当連結会計年度の変動額        

 新株の発行       3,567

剰余金の配当(注)       △167,486

 当期純利益       794,728

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額 
(純額)) 

△4,285 13,135 8,850 8,850

当連結会計年度中の変動額合計 △4,285 13,135 8,850 639,659

平成19年3月31日残高(千円) 14,373 130,000 144,373 7,160,423



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

 

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１ 税金等調整前当期純利益   1,282,299 1,365,364 

２ レンタル原価   222,691 284,484 

３ 減価償却費   561,333 869,159 

４ 貸倒引当金の増減額   267 4,402 

５ 賞与引当金の増減額   5,638 9,509 

６ 受取利息及び受取配当金   △18,571 △12,861 

７ 支払利息   1,686 26,502 

８ 為替差損益   △73,407 △4,865 

９ 固定資産売却益   △2,153 △134,514 

10 固定資産売却損   633 736 

11 固定資産除却損   1,544 1,860 

12 売上債権の増減額   △83,045 △249,580 

13 たな卸資産の増減額   △2,920 △223,929 

14 仕入債務の増減額   18,685 37,863 

15 未払費用の増減額   26,265 19,687 

16 未払消費税等の増減額   △13,448 28,322 

17 その他   △4,422 △73,860 

小計   1,923,077 1,948,280 

18 利息及び配当金の受取額   18,571 12,861 

19 利息の支払額   △1,619 △27,257 

20 法人税等の支払額   △290,794 △436,352 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,649,234 1,497,532 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１ 有形固定資産の取得による支出   △400,677 △816,602 

２ 有形固定資産の売却による収入   2,874 289,857 

３ 無形固定資産の取得による支出   △319,381 △1,412,691 

４ 無形固定資産の売却による収入   ― 19,649 

５ 投資有価証券の取得による支出   △13,561 △77,930 

６ 投資有価証券の売却による収入   96 ― 

７ 長期前払費用の取得による支出   ― △46,800 

８ レンタル資産の取得による支出   △375,618 △463,600 

９ 貸付による支出   △62,474 △155,837 

10 貸付金の回収による収入   3,559 67,906 

11 その他   61,869 ― 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,103,314 △2,596,049 



  

 

 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 



 



 



  

  

 

  

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

１ 短期借入れによる収入   250,000 1,127,500 

２ 短期借入金の返済による支出   △500,000 △497,250 

３ 長期借入金の返済による支出   △128,640 ― 

４ 自己株式の取得による支出   △80 ― 

５ 株式の発行による収入   601,319 3,567 

６ 配当金の支払額   △122,350 △166,474 

財務活動によるキャッシュ・フロー   100,248 467,343 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   76,721 △2,286 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   722,890 △633,460 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,740,095 2,462,985 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,462,985 1,829,524 

      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

 

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数   ２社 

 連結子会社名 

株式会社ダイオーズサービシーズ 

 Daiohs U.S.A., Inc. 

(1) 連結子会社の数   ２社 

 連結子会社名 

株式会社ダイオーズサービシーズ 

 Daiohs U.S.A., Inc. 

  (2) 非連結子会社の名称 

台湾德歐仕股份有限公司 

上海德欧仕咖啡管理有限公司 

 Daiohs Korea Co.,Ltd. 

(連結の範囲から除いた理由) 

  上記非連結子会社は、小規模会

社であり、総資産、売上高、当期

純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためでありま

す。 

(2) 非連結子会社の名称 

台湾德歐仕股份有限公司 

上海德欧仕咖啡管理有限公司 

德欧仕咖啡商貿（上海）有限公司 

Daiohs Korea Co.,Ltd. 

 (連結の範囲から除いた理由) 

  上記非連結子会社は、小規模会

社であり、総資産、売上高、当期

純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためでありま

す。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社

および関連会社の数  ―社 

(1) 持分法を適用した非連結子会社

および関連会社の数  ―社 

  (2) 持分法を適用しない非連結子会

社および関連会社の名称 

 非連結子会社 

 台湾德歐仕股份有限公司 

 上海德欧仕咖啡管理有限公司 

 Daiohs Korea Co.,Ltd. 

 関連会社 

株式会社ダイオーズ四国 

 株式会社ダイオーズ広島 

 株式会社ダイオーズ新潟 

 株式会社カバーオールジャパン 

  (持分法を適用しない理由) 

  上記持分法非適用会社は、当期

純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等からみ

て、持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用から除外

しております。 

(2) 持分法を適用しない非連結子会

社および関連会社の名称 

 非連結子会社 

 台湾德歐仕股份有限公司 

 上海德欧仕咖啡管理有限公司 

德欧仕咖啡商貿（上海）有限公司 

 Daiohs Korea Co.,Ltd. 

関連会社 

 株式会社ダイオーズ四国 

 株式会社ダイオーズ広島 

 株式会社ダイオーズ新潟 

 株式会社カバーオールジャパン 

 (持分法を適用しない理由) 

  上記持分法非適用会社は、当期

純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等からみ

て、持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用から除外

しております。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 すべての連結子会社の決算日は、

連結決算日と一致しております。 
同左 



  

  

 

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

  その他有価証券 

a) 時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は主として、総平均法により

算定) 

b) 時価のないもの 

総平均法による原価法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

 その他有価証券 

a) 時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は主として、総平均法によ

り算定） 

b) 時価のないもの 

同左 

  

  

  

②たな卸資産 

a) 国内連結子会社 

移動平均法による原価法 

b) 在外連結子会社 

先入先出法による低価法 

②たな卸資産 

a) 国内連結子会社 

同左 

b) 在外連結子会社 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

a) 当社及び国内連結子会社 

定率法 

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については、定

額法によっております。 

b) 在外連結子会社 

定額法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

a) 当社及び国内連結子会社 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

b) 在外連結子会社 

同左 

②無形固定資産……定額法 

なお、償却年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。ただ

し、ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における使用

可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。 

②無形固定資産……同左 

   

  ③投資その他の資産 

  レンタル資産……貸出期間によ

る均等償却 

③投資その他の資産 

  レンタル資産……同左 



  

 

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (3) 重要な繰延資産の処理方法 

  新株発行費 

支払時に全額費用処理しており

ます。 

  

(3) 

  

    ――――― 

  

  (4) 重要な引当金の計上基準 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、回収不能見込額を計上し

ております。 

a)  一般債権 

貸倒実績率によっておりま

す。 

b)  貸倒懸念債権及び破産更生債

権 

個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

①貸倒引当金 

同左 

  

  

a)  一般債権 

同左 

  

b)  貸倒懸念債権及び破産更生

債権 

同左 

  ②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

②賞与引当金 

同左 

  (5) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額

は資本の部における為替換算調整

勘定に含めております。 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めております 

    (6) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

(6) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (7) その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

(7) その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価

方法は、全面時価評価法によってお

ります。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は取得時に全額を償

却しております。 
――――― 



  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 



  

会計処理の変更 

  

 

項目 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年

度の利益処分について連結会計年度

中に確定した利益処分に基づいて作

成しております。 

――――― 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来する

流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない短期的な投資

であります。 

同左 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日）及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等） 

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用

指針第８号)を適用しております。これまでの資本の部

に相当する金額は7,160,423千円であります。なお、当

連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部に

ついては、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の

連結財務諸表規則により作成しております。 

  

（企業結合に係る会計基準等） 

 当連結会計年度から、「企業結合に係る会計基準」

(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12

月27日企業会計基準第７号 )並びに「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会

計基準員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針

第10号)を適用しております。これによる損益に与える

影響はありません。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

(連結損益計算書関係) 

  

  

  

  

  

  

  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは次の

通りであります。 

投資有価証券(株式) 172,356千円

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは次の

通りであります。 

投資有価証券(株式) 250,287千円

２ 当社及び連結子会社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当連結会計

年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

当座貸越極度額の総額      2,681,025千円

借入実行残高             ― 千円

差引額             2,681,025千円

２ 当社及び連結子会社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当連結会計

年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

当座貸越極度額の総額      2,385,375千円

借入実行残高           633,662千円

差引額             1,751,712千円

 ３ 連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に

対して次のとおり債務保証を行っております。 

株式会社ダイオーズ広島 7,296千円

 ３ 連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に

対して次のとおり債務保証を行っております。 

株式会社ダイオーズ広島 15,444千円

※４ 期末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式                     6,708,971株
――――――― 

※５ 期末に当社が保有する自己株式の種類及び株式数 

普通株式                       9,493株
――――――― 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 固定資産売却益の内訳 

  

機械装置及び運搬具 549千円

工具器具及び備品 794千円

レンタル資産 809千円

  2,153千円

※１ 固定資産売却益の内訳 

  

機械装置及び運搬具 2,653千円

工具器具及び備品 81,269千円

土地 50,420千円

レンタル資産 171千円

  134,514千円

※２ 固定資産売却損の内訳 

  

機械装置及び運搬具 599千円

レンタル資産 34千円

  633千円

※２ 固定資産売却損の内訳 

  

機械装置及び運搬具 736千円

  736千円

※３ 固定資産除却損の内訳 

  

建物及び構築物 190千円

機械装置及び運搬具 74千円

工具器具及び備品 1,279千円

  1,544千円

※３ 固定資産除却損の内訳 

  

建物及び構築物 542千円

機械装置及び運搬具 59千円

工具器具及び備品 1,259千円

  1,860千円



  

(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．  発行済株式に関する事項 

(注)発行済株式の増加4,500株は新株予約権の行使によるものであります。 

  

２．  自己株式に関する事項 

  

３．  新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

(注)１．第２回新株予約権の減少は、権利行使による減少によるものであります。 
  ２．第３回新株予約権の減少は、権利行使による減少2,900株、退職者権利失効による消却1,300株であります。 
  ３．第４回新株予約権の減少は、退職者権利失効による消却によるものであります。 

  

４．  配当に関する事項 

(1)      配当金支払額 

(2)      基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの。 

  

  

 

株式の種類 前連結会計年度末 
株式数(株) 

当連結会計年度

増加株式数(株) 
当連結会計年度

減少株式数(株) 
当連結会計年度末

株式数(株) 

普通株式 6,708,971 4,500 ― 6,713,471 

株式の種類 前連結会計年度末 
株式数(株) 

当連結会計年度

増加株式数(株) 
当連結会計年度

減少株式数(株) 
当連結会計年度末

株式数(株) 

普通株式 9,493 ― ― 9,493 

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の目的

となる株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計年度

末残高 
(千円) 

前連結会計

年度末 
当連結会計

年度増加 
当連結会計

年度減少 
当連結会計

年度末 

提出会社 
第２回新株予約権 普通株式 6,500 ― 1,600 4,900 ―

第３回新株予約権 普通株式 9,600 ― 4,200 5,400 ―

第４回新株予約権 普通株式 6,200 ― 1,000 5,200 ―

合   計 22,300 ― 6,800 15,500 ―

（決 議） 株式の種類 配当金の総額

(千円) 
１株当たり

配当額 基準日 効力発生日

平成18年6月23日 
定時株主総会 普通株式 167,486 25円 平成18年3月31日 平成18年6月26日

（決 議） 株式の種類 配当の原資 配当金の総額

(千円) 
１株当たり

配当額 基準日 効力発生日

平成19年5月15日 
取締役会 普通株式 利益剰余金 201,119 30円 平成19年3月31日 平成19年6月25日



 (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 (リース取引関係) 

  

  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

載されている科目との関係 

  

現金及び預金勘定 2,462,397千円

有価証券勘定 587千円

現金及び現金同等物 2,462,985千円

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

載されている科目との関係 

現金及び預金勘定 1,829,524千円

現金及び現金同等物 1,829,524千円

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) 借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

17,087 6,346 10,741

合計 17,087 6,346 10,741

 １年内 3,400千円

 １年超 7,613千円

 合計 11,014千円

支払リース料 29,063千円

減価償却費相当額 26,754千円

支払利息相当額 550千円

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) 借手側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

17,087 9,763 7,324

合計 17,087 9,763 7,324

１年内 3,501千円

１年超 4,111千円

合計 7,613千円

支払リース料 3,676千円

減価償却費相当額 3,417千円

支払利息相当額 275千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

利息相当額の算定方法 

・ リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・ 同左 

  

利息相当額の算定方法 

・ 同左 



  

  

  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(2) 貸手側 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

(2) 貸手側 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

  
取得価額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
(千円) 

期末残高
(千円) 

レンタル 
資産 
(コーヒー 
メーカー等) 

361,711 164,506 197,205

合計 361,711 164,506 197,205

取得価額
(千円) 

減価償却 
累計額 
(千円) 

期末残高 
(千円) 

レンタル
資産 
(コーヒー 
メーカー等) 

448,814 204,670 244,144 

合計 448,814 204,670 244,144 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 72,691千円

 １年超 163,153千円

 合計 235,844千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 96,019千円

１年超 211,416千円

合計 307,435千円

③ 受取リース料、減価償却費(レンタル原価)及び受

取利息相当額 

受取リース料 147,350千円

減価償却費 80,441千円

受取利息相当額 77,734千円

③ 受取リース料、減価償却費(レンタル原価)及び受

取利息相当額 

受取リース料 194,578千円

減価償却費 102,755千円

受取利息相当額 110,274千円

④ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、級数法によっております。 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 

  

２ オペレーティング・リース取引 

  借手側 

  未経過リース料 

 １年内 110,332千円

 １年超 315,047千円

 合計 425,380千円

２ オペレーティング・リース取引 

  借手側 

  未経過リース料 

１年内 143,895千円

１年超 302,125千円

合計 446,020千円



(有価証券関係) 

(1) その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

(2) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至

平成19年３月31日）において売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至

平成19年３月31日）において当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありま

せん。 

  

(退職給付関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至

平成19年３月31日）において当社グループには退職給付制度がないため、該当事項はありません。 

  

 

区分 

前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

取得原価 
(千円) 

連結貸借対照表
計上額 
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

連結貸借対照表
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

      

 株式 5,579 37,039 31,459 5,579 29,814 24,234

小計 5,579 37,039 31,459 5,579 29,814 24,234

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

      

 株式 ― ― ― ― ― ―

 その他 587 587 ― ― ― ―

小計 587 587 ― ― ― ―

合計 6,167 37,626 31,459 5,579 29,814 24,234



(税効果会計関係) 

  

  

  

 

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

(繰延税金資産) 

  未払費用否認額 25,792千円

  未払事業税等 8,420 

   貸倒引当金繰入限度超過額 3,571 

   賞与引当金 55,538 

   たな卸資産評価損 7,531 

  減価償却超過額 12,857 

  子会社株式評価損 21,505 

   その他 9,375 

  繰延税金資産小計 144,592 

  評価性引当額 △25,460 

  繰延税金資産合計 119,131 

  
  
(繰延税金負債) 

   その他有価証券評価差額金 △12,800 

   繰延税金負債合計 △12,800 

   差引：繰延税金資産の純額 106,330 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

(繰延税金資産)  

未払費用否認額 31,933千円

未払事業税等 20,329 

  貸倒引当金繰入限度超過額 4,622 

  賞与引当金 59,407 

たな卸資産評価損 11,491 

  減価償却超過額 108,418 

子会社株式評価損 21,505 

その他 11,708 

繰延税金資産小計 269,416 

評価性引当額 △26,662 

繰延税金資産合計 242,753 

  
(繰延税金負債) 

 

  その他有価証券評価差額金 △9,860 

  繰延税金負債合計 △9,860 

  差引：繰延税金資産の純額 232,892 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  法定実効税率 40.7％

(調整)   

  住民税均等割 0.6 

  評価性引当額の減少 △2.2 

未払法人税等戻入 △1.7 

  その他 △1.4 

  税効果会計適用後の 
  法人税等の負担率 

36.0 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で
あるため注記を省略しております。 



(セグメント情報) 

事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社グループは、オフィス向けのトータルサービス事業を営んでおり、事業区分としては単一セグメントで

あるため、事業の種類別セグメント情報は作成しておりません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社グループは、オフィス向けのトータルサービス事業を営んでおり、事業区分としては単一セグメントで

あるため、事業の種類別セグメント情報は作成しておりません。 

  

 



所在地別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(510,865千円)の主なものは、提出会社本社の総務部門

等管理部門に係わる費用であります。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(1,959,297千円)の主なものは、提出会社での余資運用資産(現金及び

有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係わる資金等であります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(493,755千円)の主なものは、提出会社本社の総務部門

等管理部門に係わる費用であります。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(1,895,328千円)の主なものは、提出会社での余資運用資産(現金及び

有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係わる資金等であります。 

  

 

  
国内 
(千円) 

米国
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

   売上高     

 (1) 外部顧客に対する売上高 6,615,097 5,899,113 12,514,211 ― 12,514,211 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

6,192 ― 6,192 △6,192 ― 

計 6,621,290 5,899,113 12,520,404 △6,192 12,514,211 

  営業費用 5,982,037 5,354,805 11,336,843 △8,268 11,328,574 

  営業利益 639,253 544,307 1,183,561 2,075 1,185,636 

Ⅱ 資産 2,489,643 3,290,593 5,780,237 1,959,297 7,739,534 

  
国内 
(千円) 

米国
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

   売上高     

 (1) 外部顧客に対する売上高 7,078,882 7,701,190 14,780,072 － 14,780,072 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

5,958 － 5,958 △5,958 － 

計 7,084,841 7,701,190 14,786,031 △5,958 14,780,072 

  営業費用 6,327,281 7,247,475 13,574,756 22,141 13,596,897 

  営業利益 757,560 453,714 1,211,274 △28,099 1,183,174 

Ⅱ 資産 3,308,739 4,128,650 7,437,389 1,895,328 9,332,718 



海外売上高 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

 

  米国 計 

Ⅰ 海外売上高(千円) 5,899,113 5,899,113 

Ⅱ 連結売上高(千円) ― 12,514,211 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合
(％) 

47.1 47.1 

  米国 計 

Ⅰ 海外売上高(千円) 7,701,190 7,701,190 

Ⅱ 連結売上高(千円) － 14,780,072 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合
(％) 

52.1 52.1 



関連当事者との取引 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１子会社等 

注１）各子会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

なお、担保は受入れておりません。 

  

  

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 

  

事業の

内容 
又は職

業 

議決権等

の所有 
(被所有)

割合 
(%) 

関係内容

取引の

内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高

(千円) 
役員の

兼任等 

事業

上 
の関

係 

子 会

社 

D a i o hs 
Korea 

 Co.,Ltd. 
Gangnam-
gu.Seoul 

200,000 
（千ウォン） 

オフィ
スサー
ビス 

所有

直接100% 
兼任
1人 

子会

社 

資 金 の
貸 付 注
１ 

60,000 
関 係 会
社 貸 付
金 

120,000 

利 息 の
受取 

1,703 
関 係 会
社 未 収
入金 

691 



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

 

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 973円32銭 1,068円09銭

１株当たり当期純利益 130円32銭 118円60銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
130円18銭 118円46銭

  前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益     

   当期純利益 820,207千円 794,728千円 

   普通株主に帰属しない金額 ― － 

   普通株式に係る当期純利益 820,207千円 794,728千円 

   期中平均株式数 普通株式  6,293千株 6,700千株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に用いられた普通株式増加数の

主要な内訳 

   新株予約権 

  

  

6千株 

  

  

7千株 

   普通株式増加数 6千株 7千株 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 
―――――― ―――――― 



 (重要な後発事象) 

  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

―――――― 

１．株式の分割に関する件 

 当社は、平成19年５月15日開催の取締役会において 

株式の分割を実施することを決議しております。 

(１) 株式分割の目的 

当社株式の流動性向上を図り、流動株数の増加を目

的とするものであります。 

(２) 株式分割の概要 

イ．分割の方法 

平成19年６月30日[ただし、当日は株主名簿管理人

の休業日につき、実質上は平成19年６月29日]を基準

日として、最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載

または記録された株主の所有普通株式数を、１株に

つき２株の割合をもって分割いたします。 

ロ．発行可能株式総数の増加 

会社法第184条第２項の規定に基づき、当社定款第

5条の「発行可能株式総数」について、平成19年７月

１日付をもって、現行の19,320,000株を19,320,000

株増加して38,640,000株に変更することを決議して

おります。 

ハ．分割により増加する株式数 

平成19年６月30日最終の発行済株式総数に１を乗

じた株式数とする。 

(３) 日程 

株式分割基準日   平成19年６月30日 

効力発生日     平成19年７月１日 

株券交付日     平成19年８月20日 

(４) 一株当たり情報に与える影響 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前連結会計年度における一株当たり情報及び当期首に

行われたと仮定した場合の当連結会計年度における一

株当たり情報はそれぞれ以下のとおりとなります。 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額   486円66銭 

１株当たり当期純利益  65円16銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

                        65円09銭 

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額   534円05銭 

１株当たり当期純利益  59円30銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

                         59円23銭 

  



⑤ 【連結附属明細表】 

社債明細表 

該当事項はありません。 

  

借入金等明細表 

  

(注) 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 ― 633,662 4.18％ ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

― ― ― ― 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 ― 633,662 4.18％ ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

   
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金     886,224 703,276   

２ 前払費用     3,693 4,484   

３ 繰延税金資産     11,078 9,653   

４ 関係会社未収入金     ― 57,439   

５ 関係会社経費立替金     ― 67,881   

６ 関係会社短期貸付金     965,458 206,883   

７ その他     20,477 454   

流動資産合計     1,886,931 37.3 1,050,073 20.6 

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産         

(1) 建物   654,273 654,273     

 減価償却累計額   431,094 223,178 445,726 208,546   

(2) 構築物   36,665 36,665     

 減価償却累計額   33,325 3,340 33,691 2,974   

(3) 工具器具及び備品   40,726 43,643     

 減価償却累計額   34,305 6,420 36,944 6,698   

(4) 土地     522,989 522,989   

有形固定資産合計     755,928 15.0 741,209 14.5 

２ 無形固定資産         

(1) 商標権     4,836 3,126   

(2) ソフトウェア     6,096 9,891   

(3) 電話加入権     1,140 1,140   

無形固定資産合計     12,074 0.2 14,158 0.3 

３ 投資その他の資産         

(1) 投資有価証券     37,039 29,814   

(2) 関係会社株式     974,105 1,052,036   

(3) 関係会社長期貸付金     1,363,268 2,188,270   

(4) 敷金・保証金     29,442 30,157   

投資その他の資産合計     2,403,855 47.5 3,300,278 64.6 

固定資産合計     3,171,858 62.7 4,055,646 79.4 

資産合計     5,058,789 100.0 5,105,720 100.0 

          

  
  

前事業年度
(平成18年３月31日) 

当事業年度 
(平成19年３月31日) 

 



 



  

 

   

区分 
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 短期借入金     ― 100,000    

２ 未払金     11,297 56,985    

３ 未払費用     19,293 17,883    

４ 未払法人税等     13,687 3,982    

５ 預り金     2,612 2,866    

６ 賞与引当金     18,926 17,748    

７ その他     1,261 20,868    

流動負債合計     67,079 1.3 220,336 4.3  

Ⅱ 固定負債          

１ 繰延税金負債     12,800 9,860    

固定負債合計     12,800 0.3 9,860 0.2  

負債合計     79,880 1.6 230,197 4.5  

(資本の部)          

Ⅰ 資本金 ※２   1,047,011 20.7 ―    

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金     1,115,364 ―    

資本剰余金合計     1,115,364 22.0 ―    

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金     101,879 ―    

２ 任意積立金          

(1) 配当準備積立金   120,000 ―    

(2) 別途積立金   2,420,000 2,540,000 ―    

３ 当期未処分利益     163,857 ―    

利益剰余金合計     2,805,736 55.5 ―    

Ⅳ その他有価証券評価差額金     18,658 0.4 ―    

Ⅴ 自己株式 ※３   △7,861 △0.2 ―    

資本合計     4,978,909 98.4 ―    

負債・資本合計     5,058,789 100.0 ―    

           



  

  

   
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(純資産の部)         

Ⅰ 株主資本         

１ 資本金     1,048,796   

２ 資本剰余金         

(1) 資本準備金     1,117,147     

資本剰余金合計     1,117,147   

３ 利益剰余金         

(1) 利益準備金     101,879     

(2) その他利益剰余金         

別途積立金     2,520,000     

繰越利益剰余金     81,187     

利益剰余金合計     2,703,067   

４ 自己株式     △7,861   

株主資本合計     4,861,149 95.2 

Ⅱ 評価・換算差額等         

１ その他有価証券評価差額
金 

    14,373   

評価・換算差額金合計     14,373 0.3 

純資産合計     4,875,522 95.5 

負債・純資産合計     5,105,720 100.0 

          
          



② 【損益計算書】 

  

  

    
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 営業収益 ※１   631,109 100.0 584,881 100.0

Ⅱ 営業費用          

１ 広告宣伝費   28,615   11,088    

２ 給与手当   214,239   131,570    

３ 賞与引当金繰入額   18,926   17,748    

４ 地代家賃   29,820   29,820    

５ 減価償却費   25,451   24,433    

６ 支払手数料   74,320   80,900    

７ その他   119,491 510,865 80.9 198,192 493,755 84.4

営業利益     120,244 19.1 91,125 15.6

Ⅲ 営業外収益          

１ 受取利息   708   601    

２ 受取配当金   226   301    

３ 為替差益   74,914   5,178    

４ その他   175 76,025 12.0 1,753 7,836 1.3

Ⅳ 営業外費用        

１ 支払利息   618 572    

２ 新株発行費用   14,801 ―    

３ その他   ― 15,420 2.4 53 625 0.1

経常利益     180,849 28.7 98,335 16.8

Ⅴ 特別利益        

１ 投資有価証券売却益   84 84 0.0 ― ― ―

Ⅵ 特別損失        

１ 固定資産除却損 ※２ 186 44    

２ 役員退職慰労金   17,239 17,425 2.8 ― 44 0.0

税引前当期純利益     163,507 25.9 98,291 16.8

法人税、住民税 
及び事業税 

  54,712 32,049    

法人税等調整額   3,600 58,312 9.2 1,424 33,473 5.7

当期純利益     105,195 16.7 64,817 11.1

前期繰越利益     58,661    

当期未処分利益     163,857    

         



③ 【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

〔利益処分計算書〕 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

 

  
前事業年度

(平成18年６月23日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 163,857

Ⅱ 任期積立金取崩額 

 １ 配当準備積立金取崩額 120,000 120,000

   合計 283,857

Ⅲ 利益処分額 

 １ 配当金 167,486

 ２ 任意積立金 

    配当準備積立金 100,000 267,486

Ⅳ 次期繰越利益 16,370

  



〔株主資本等変動計算書〕 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年3月31日） 

  

 

  株主資本 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主資本 
合計 

資本 
準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 利益 
剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31

日残高 
(千円) 

1,047,011 1,115,364 1,115,364 101,879 2,540,000 163,857 2,085,736 
△

7,861 
4,960,251 

当事業年度中の

変動額 
                  

 新株の発行 1,784 1,783 1,783           3,567 
剰余金の配当

(注) 
          △167,486 △167,486   △167,486 

 当期純利益           64,817 64,817   64,817 
 別途積立金の

積立(注) 
        100,000 △100,000       

 別途積立金の

取崩(注) 
        △120,000 120,000       

株主資本以外

の項目の 
当事業年度中

の変動額 
(純額) 

                  

当事業年度中の

変動額 
合計 

1,784 1,783 1,783 － △20,000 △82,669 △102,669 － △99,102 

平成18年3月31

日残高 
(千円) 

1,048,796 1,117,147 1,117,147 101,879 2,520,000 81,187 2,703,067 
△

7,861 
4,861,149 

  評価・換算差額等 
純資産合計 その他有価証券評価差

額金 
評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
(千円) 

18,658 18,658 4,978,909 

当事業年度中の変動額       
 新株の発行     3,567 
剰余金の配当(注)     △167,486 

 当期純利益     64,817 
 別途積立金の積立(注)       
 別途積立金の取崩(注)       
株主資本以外の項目の 
当事業年度中の変動額 
(純額) 

△4,285 △4,285 △4,285 

当事業年度中の変動額 
合計 

△4,285 △4,285 △10,387 

平成18年3月31日残高 
(千円) 

14,373 14,373 4,875,522 



重要な会計方針 

  

  

  

 

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準

及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  総平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は総平均法により

算定） 

 ② 時価のないもの 

   総平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

 同左 

  

  

  

 ② 時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却

の方法 

(1) 有形固定資産…定率法 

 なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。ただし、平成10年

４月１日以降取得した建物(建物附属設

備を除く)については、定額法によって

おります。 

(1) 有形固定資産…同左 

   

  (2) 無形固定資産…定額法 

 なお、償却年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によってお

ります。 

 ただし、ソフトウェア(自社利用分)に

ついては、社内における使用可能期間

(５年)に基づく定額法によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産…同左 

  

３ 繰延資産の処理方法 ――――― 新株発行費 

支払時に全額費用処理しておりま

す。 

４ 引当金の計上基準 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。 

賞与引当金 

  同左 

５ 外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換

算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

  

 同左 

６ その他財務諸表作成

のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

追加情報 

  

 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――― 

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

 (企業会計基準委員会、平成17年12月9日、企業会計

基準第５号 )及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員

会、平成17年12月9日、企業会計基準適用指針第８

号 )を適用しております。これまでの資本の部に相

当する金額は4,875,522千円であります。なお、当事

業年度における貸借対照表の純資産の部については、

財務諸表規則の改正に伴い、改正後の財務諸表規則に

より作成しております。 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

法人事業税における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示方法 

 改正地方税法が平成15年３月31日に公布さ

れ、平成16年４月１日以降開始する事業年度か

ら法人事業税に外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」（企業会計基準

委員会 平成16年２月13日）に従い、当事業年

度から、法人事業税の付加価値割及び資本割

5,071千円を販売費及び一般管理費として処理し

ております。 

表示方法の変更 

「関係会社未収入金」、「関係会社経費立替金」

は前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて

表示していましたが、総資産の100分の1を超えた

ため区分掲記しました。なお、前事業年度におけ

る「関係会社未収入金」の金額は19,889千円、

「関係会社経費立替金」の金額は351千円でありま

す。 

  

  

  

  



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

(損益計算書関係) 

  

  

 

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

 １ 配当制限 

     商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は9,716

千円であります。 

 １ 配当制限 

     商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は18,658

千円であります。 

※２ 授権株式数    普通株式   19,320,000株 

   発行済株式総数  普通株式   6,708,971株 

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに相

当する株式数を減ずることとなっております。 

  

  

――――― 

※３ 期末に保有する自己株式の数は、普通株式9,493

株であります。 

――――― 

４ 偶発債務 ４ 偶発債務 

関係会社の銀行借入に対する保証債務 

  U株式会社ダイオーズ広島      7,296千円 

関係会社の銀行借入に対する保証債務 

  Daiohs U.S.A.,Inc        383,662千円 

  株式会社ダイオーズサービシーズ  150,000千円 

  U株式会社ダイオーズ広島      15,444千円 

５ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

当座貸越極度額の総額 600,000千円

借入実行残高 ―  千円

差引額 600,000千円

５ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

当座貸越極度額の総額 600、000千円

借入実行残高 100,000千円

差引額 500,000千円

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１  関係会社との取引 ※１  関係会社との取引 

   各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。 

    営業収益           631,109千円 

   各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。 

    営業収益           584,881千円 

※２ 固定資産除却損の内訳 

工具器具及び備品          186千円 

※２ 固定資産除却損の内訳 

        工具器具及び備品           44千円 



(リース取引関係) 

前事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年３月31日現在) 

子会社及び関連会社株式で時価のあるものは保有しておりません。 

  

当事業年度(平成19年３月31日現在) 

子会社及び関連会社株式で時価のあるものは保有しておりません。 

  

 



(税効果会計関係) 

  

  

 

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

繰延税金資産  

 賞与引当金繰入限度超過額 7,701千円

 未払事業税等 2,486千円

子会社株式評価損 21,505千円

その他 890千円

 繰延税金資産小計 32,584千円

 評価性引当額 △21,505千円

 繰延税金資産合計 11,078千円

   

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

繰延税金資産  

 賞与引当金損金不算入額 7,221千円

 未払事業税等 1,582千円

子会社株式評価損 21,505千円

その他 849千円

 繰延税金資産小計 31,159千円

 評価性引当額 △21,505千円

 繰延税金資産合計 9,653千円

   

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △12,800千円

 繰延税金負債合計 △12,800千円

 差引：繰延税金資産の純額 △1,722千円

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △9,860千円

 繰延税金負債合計 △9,860千円

 差引：繰延税金負債の純額 △206千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

(調整)    

住民税均等割 0.8  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1  

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△0.0 
 

外国税控除額 △5.9  

その他 0.0  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.7  

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

(調整)     

住民税均等割 1.4   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9   

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△0.1 
  

外国税控除額 △9.9   

その他 0.1   

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.1   



(１株当たり情報) 

  

  

(注)１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

  

該当事項はありません。  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 743円17銭 １株当たり純資産額 727円26銭

１株当たり当期純利益 16円71銭 １株当たり当期純利益 9円67銭

潜在株式調整後1株当たり当
期純利益 

16円70銭
潜在株式調整後1株当たり当
期純利益 

9円66銭

    

  前事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益     

   当期純利益 105,195千円 64,817千円 

   普通株主に帰属しない金額 ― ― 

   普通株式に係る当期純利益 105,195千円 64,817千円 

   期中平均株式数 普通株式  6,293千株 普通株式  6,700株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に用いられた普通株式増加数の

主要な内訳 

新株予約権 

普通株式増加数 

  

  

6千株 

6千株 

  

  

7千株 

7千株 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

――――― ――――― 



④ 【附属明細表】 

（有価証券明細表） 

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略

しております。 

  

（有形固定資産等明細表） 

  

(注) １ 有形固定資産の増加額及び減少額がいずれも有形固定資産の総額の５％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加

額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。 

２ 無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を

省略しております。 

  

 

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 

累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産       

 建物 － － － 654,273 445,726 14,631 208,546

 構築物 － － － 36,665 33,691 366 2,974

 工具器具及び備品 － － － 43,643 36,944 3,489 6,698

 土地 － － － 522,989 － － 522,989

有形固定資産計 － － － 1,257,571 516,362 18,487 741,209

無形固定資産       

 商標権 － － － 17,103 13,976 1,710 3,126

 ソフトウェア － － － 35,802 25,910 4,236 9,891

 電話加入権 － － － 1,140 － － 1,140

無形固定資産計 － － － 54,046 39,887 5,946 14,158



（引当金明細表） 

  

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

賞与引当金 18,926 17,748 18,926 ― 17,748 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

① 流動資産 

イ 現金及び預金 

  

② 固定資産 

イ 関係会社株式 

  

 

区分 金額(千円)

現金 820

預金  

普通預金 700,722

別段預金 1,732

小計 702,455

合計 703,276

区分 金額(千円)

㈱ダイオーズサービシーズ 300,000

Daiohs U.S.A.,Inc. 501,749

台湾德歐仕股份有限公司 42,659

上海德欧仕咖啡管理有限公司 20,924

德欧仕咖啡商貿（上海）有限公司 46,456

Daiohs Korea Co.,Ltd. 21,921

㈱ダイオーズ四国 24,467

㈱ダイオーズ広島 4,000

㈱ダイオーズ新潟 29,858

㈱カバーオールジャパン 60,000

合計 1,052,036



ロ 関係会社長期貸付金 

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分 金額(千円)

㈱ダイオーズサービシーズ 1,256,384

Daiohs U.S.A.,Inc. 905,885

德欧仕咖啡商貿（上海）有限公司 6,000

Daiohs Korea Co.,Ltd. 20,000

合計 2,188,270



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

（注）当会社は定款で単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができないと定めております。 
   １．会社法第189条の第２項各号に掲げる権利 
   ２．取得請求権付株式の取得を請求する権利 
   ３．募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利 

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

剰余金配当の基準日 
９月30日
３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 

当会社の公告は、電子公告によりこれを行う。やむを得ない事由により、電子公告
によることができない場合は、日本経済新聞に掲載してこれを行う。 
なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで

す。 
 http://www.daiohs.com 

株主に対する特典 

平成19年９月30日現在の株主に対し、当社製品を以下の基準により贈呈する。 
 贈呈基準 所有株式数1,000株以上の株主に対し、200杯分のレギュラーコーヒーを

贈呈する。 
      所有株式数300株以上1,000株未満の株主に対し、100杯分のレギュラー

コーヒーを贈呈する。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 

(1) 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第38期) 
自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 
  

平成18年６月26日 

関東財務局長に提出。 

(2) 半期報告書 (第39期中) 
自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日 
  

平成18年12月20日 

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  

  

独立監査人の監査報告書 

  
平成18年6月23日

株式会社ダイオーズ 

取締役会 御中 

  

  
  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ダイオーズの平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ダイオーズ及び連結子会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社員
業務執行社員

公認会計士 池谷 修一 ㊞ 

指 定 社員
業務執行社員

公認会計士 齊藤 文男 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  

  

独立監査人の監査報告書 

 

平成19年6月22日

株式会社ダイオーズ 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ダイオーズの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ダイオーズ及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                以  上

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 鳥居  明 ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 齊藤 文男 ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 永井  勝 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  

  

独立監査人の監査報告書 

 

平成18年6月23日

株式会社ダイオーズ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ダイオーズの平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第38期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ダイオーズの平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社員
業務執行社員

公認会計士 池谷 修一 ㊞ 

指 定 社員
業務執行社員

公認会計士 齊藤 文男 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  

  

独立監査人の監査報告書 

 

平成19年6月22日

株式会社ダイオーズ 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ダイオーズの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第39期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ダイオーズの平成19年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                以  上

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社員
業務執行社員

公認会計士 鳥居  明 ㊞ 

指 定 社員
業務執行社員

公認会計士 齊藤 文男 ㊞ 

指 定 社員
業務執行社員

公認会計士 永井  勝 ㊞ 

   
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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